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管理番号 B220623-01 

一般財団法人 鹿児島県環境技術協会 

 

令和４年度 水素・再生可能エネルギー導入促進事業 補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 一般財団法人鹿児島県環境技術協会（以下「協会」）は，脱炭素社会の推進，非

常時のエネルギー確保等の防災対策及び地域経済の活性化を推進する観点から，地産地

消型再生可能エネルギーの導入促進を図るため，予算の定めるところにより，自立・分

散型エネルギーの導入等を行う者に対して予算の範囲内において，補助金を交付するも

のとし，その交付については，鹿児島県補助金等交付規則（昭和 63 年鹿児島県規則第

１号。以下「規則」という。）を準用するほか，この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は，次の各号に定めるとおりとする。 

 (1) 「自立・分散型エネルギー」とは，小規模で，かつ地域に分散しているエネルギ 

  ーで，電力供給が停止した場合においても，自立的にエネルギー供給を確保できる 

  ものをいう。 

 (2) 「県内事業者」とは，県内に事業所を置く企業及び法人格を持った団体並びに個人

事業主をいう。ただし，個人，国及び地方公共団体（一部事務組合を含む）を除く。 

 (3) 「福祉施設等」とは，社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第２条第２項及び第３

項に規定する事業の用に供する県内の施設並びに医療法（昭和 23 年法律第 206号）第

１条の 5,第１条の６,及び第２条第１項に規定する県内の施設をいう。 

 

（補助事業者） 

第３条 この要綱に基づく補助金の交付の対象となる者（以下｢補助事業者｣という。）は，

前条に規定する県内事業者及び福祉施設等。ただし，次の各号のいずれかに該当する者

を除く。 

  (1) 県税を滞納している者 

  (2) 鹿児島県暴力団排除条例（平成 26年度鹿児島県条例第 22条）第２条に規定する「暴

力団」，「暴力団員」「暴力団員等」及び「暴力団関係者」 

 

（補助対象設備等） 

第４条 補助金の交付の対象となる設備（以下「補助対象設備」という。），経費（以下

「補助対象経費」という。）及び補助率は，別表第 1のとおりとする。 

２  補助事業は，予算がなくなり次第終了とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 規則第３条の補助金等交付申請書は，第１号様式によるものとする。 
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２ 規則第３条の規定により当該申請書に添付すべき書類は，次のとおりとし，詳細は別

表第２のとおりとする。 

 (1) 事業計画書（第２号様式） 

 (2) 収支予算書（第３号様式） 

  (3) その他協会が必要と認める書類 

３ 補助金交付申請書の提出期限は，協会が別に定める日とし，その提出部数は各２部及

び電子データ１式とする。 

４ 補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達又は関係会社からの調達分がある 

場合は，別表第３に定める方法により利益等を排除して交付申請する。 

５ 燃料電池自動車の申請にあっては,１０号１様式を提出する。 

 

（補助金交付申請書の受理） 

第６条 交付申請書は記載事項及び添付書類が整ったものから先着順に受理し，受理した

申請に係る補助金の交付額の合計が予算額を超えると見込まれる日（以下「予算超過日」

という。）をもって申請の受理を停止する。 

２ 予算超過日に複数の申請があった場合は，当該複数の申請について協会において受付

順位の抽選を行い，受理した申請に係る補助金の交付予定額の合計が予算額を超えない

範囲で受理するものとする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第７条 規則第５条第１項の規定による条件は，別表第４のとおりとする。 

   

（決定の通知） 

第８条 規則第６条の規定による補助金等の交付の決定の通知は，交付決定通知書（第４

号様式）により行うものとする。  

 

(補助事業の内容等の変更) 

第９条 規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は，次に定めるとおりとする。

ただし，交付決定金額の増額変更は認めない。 

 (1) 補助対象経費で 20 パーセントを超える増減 

 (2) 実施箇所及び補助対象設備の主要構造又は主要機能の大幅な変更 

 (3) 事業量の大幅な増減 

２ 規則第７条第１項の補助金等変更申請書は第５号様式によるものとし，同項の規定に

より当該申請書に添付すべき書類は次のとおりとし，詳細は別表第２のとおりとする。 

 (1) 事業変更計画書（第２号様式） 

 (2) 変更収支予算書（第３号様式） 

 (3) その他協会が必要と認める書類 

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は，変更承認のみを

行う場合は変更承認通知書(第６号様式)により，変更承認に併せて変更交付決定を行う
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場合は変更交付決定通知書(第７号様式)により行うものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第 10条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることのできる期間は，交付決

定の通知を受けた日から起算して 10日を経過した日までとする。 

 

（状況報告） 

第 11条 規則第 11条第１項の規定による状況報告は，状況報告書（第８号様式）により

行うものとする。 

２ 規則第 11条第２項の規定により，補助事業の中止（廃止）または遅延について，協会

の承認又は指示を受けようとする場合には，あらかじめ中止（廃止）承認申請書（第９

号１様式）又は遅延等報告書（第９号２様式）を協会に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第 12条 規則第 13条の補助事業実績報告書は，第 10号様式によるものとする。ただし，

燃料電池自動車にあっては第 10号１様式によるものとする。 

２ 規則第 13条の規定により当該報告書に添付すべき書類は，次のとおりとし，詳細は別

表第５のとおりとする。 

 (1) 事業実績書（第２号様式） 

 (2) 収支精算書（第３号様式） 

 (3) その他協会が必要と認める書類 

３ 燃料電池自動車にあっては,別表第２に記載の書類を添付する。 

４ 第１項の実績報告書の提出期限は，事業完了の日から起算して 30 日以内又は協会が

別に定める日のいずれか早い日とし，その提出部数は２部および電子データ 1式とする。

ただし，交付決定を受けている補助事業者が，申請時点において想定できなかった事由

により，定められた提出期限までに実績報告書の提出が困難となった場合は，個別に事

由を勘案して提出期限を延長する場合がある。 

 

(補助金の額の確定) 

第 13 条 規則第 14 条の規定による補助金等の額の確定の通知は，交付確定通知書 (第

11号様式)により行うものとする。 

 

(補助金の交付) 

第 14条 規則第 16条第１項の補助金等交付請求書は，第 10号様式によるものとする。た

だし，燃料電池自動車にあっては第 10号１様式によるものとする。 

２ 交付金額が確定し，交付確定通知書により通知した補助金については，補助事業者が

振込口座届出書（第 12 号様式）で指定した口座への振り込みによって交付する。 
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（補助金の交付の決定の取消し） 

第 15条 協会は，補助事業者が，補助金の他の用途への使用をし，その他補助事業に関し

て補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は協会の命令若しくは

指示に違反したときは，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。 

 

２ 前項の規定は，補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても

適用があるものとする。 

 

（補助金の返還） 

第 16条 協会は，補助金の交付の決定を取り消した場合において，補助事業の当該取消し

に係る部分に関し，既に補助金が交付されているときは，期限を定めて，その返還を命

ずるものとする。 

 

 （加算金及び延滞金） 

第 17条 補助事業者は，第 15条第１項の規定による取消しに関し，補助金の返還を命ぜ

られたときは，その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ，当該

補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については，既納額を控除

した額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算した加算金を協会に納付しなければな

らない。 

 

２ 前項の規定により加算金を納付しなければならない場合において，補助事業者の納付

した金額が返還を命ぜられた補助金の額に達するまでは，その納付額は，まず当該返還

を命ぜられた補助金の額に充てられたものとする。 

 

３ 補助事業者は，補助金の返還を命ぜられ，これを納期日までに納付しなかったときは，

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ，その未納付額（その一部を納付した場合

におけるその後の期間については，既納付額を控除した額）につき年 10.95パーセント

の割合で計算した延滞金を協会に納付しなければならない。 

 

４ 協会は，第１項又は前項の場合において，やむを得ない事情があると認めるときは，

当該補助事業者の申請により，加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することがある。 

 

５ 補助事業者は，前項の申請をしようとする場合には，申請の内容を記載した書面に，

当該補助金の返還を遅延させないため執った措置，当該加算金又は延滞金の納付を困難

とする理由その他参考となるべき事項を記載した書類を添えて，協会に提出しなければ

ならない。 
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（他の補助金の一時停止等） 

第 18条 協会は，補助事業者が補助金の返還を命ぜられ，当該補助金，加算金又は延滞金

の全部又は一部を納付しない場合において，その者に対して交付すべき補助金があると

きは，相当の限度においてその交付を一時停止し，又は当該補助金と未納付額とを相殺

することがある。 

 

 （取得財産等の管理等） 

第 19条 補助事業者は，補助金により取得した取得財産等を，設置を完了した後において

も，法令を遵守し継続的に善良な管理者の注意をもって管理し，補助金交付の目的に従

って，その効率的運用を図らなければならない。 

 

２ 補助事業者は，取得財産等については，設置を完了した日から取得財産等の保有を義

務付けられる期間（以下「処分制限期間」という。)を経過する日まで保有しなければな

らない。 

 

３ 補助事業者は，前項の処分制限期間内に取得財産等を保有しないこととなった場合に

は，あらかじめ財産処分承認申請書（第 13号様式）により協会にし，承認を得るものと

する。 

 

４ 協会は，補助事業者が第２項の規定に違反したと認めるときは，第 15条第１項及び第

２項の規定に基づき交付決定を取り消し，補助金の全部又は一部の返還を命じることが

できる。 

 

５ 補助事業者は，取得財産等について，取得財産等管理台帳・取得財産等明細表（第 14

号様式）を備え，管理するものとする。 

 

６ 協会は，補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり，又は収入がある

と認められるときは，その収入の全部又は一部を協会に納付させることができる。  

 

（財産の処分の制限） 

第 20条 補助事業者は，取得価格又は効用の増加価格が単価 50万円以上の取得財産等を，

協会の承認を受けないで処分（補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，

貸し付け，廃棄し，又は担保に供することをいう。）してはならない。ただし，補助事

業者が交付を受けた補助金の全部に相当する金額を協会に納付した場合又は処分制限期

間を経過した場合はこの限りでない。 

 

（立入検査等） 

第 21条 協会は，補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは，補助事

業者に対して報告をさせ，又は協会職員にその事務所，事業場等に立ち入らせ，帳簿書
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類その他の物件を検査させ，若しくは関係者に質問させることがある。 

 

（証拠書類の保管） 

第 22条 補助事業者は，補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，かつ，当

該収入及び支出に係る証拠書類を５年間保管しなければならない。 

 

（手続きの代行） 

第 23条 申請者は，第 5条に規定する補助金の交付の申請，第 9条に規定する補助事業の

内容等の変更の申請，第 12条に規定する実績報告，その他の手続きに係る業務の手続き

等の代行について，第三者（以下「手続代行者」という。）に依頼することができるも

のとする。 

 

２ 前項の規定により手続代行者に依頼したときは，手続代行者届出書（第 15号様式）に

より協会に届け出るものとする。 

 

３ 手続代行者は，申請者の指示に従い依頼された手続きについて誠意をもって実施しな

ければならない。また，手続きの代行を通じ得た申請書に関する情報は，個人情報の保

護に関する法律（平成 15年法律第 57号）に従って取り扱うものとする。 

 

４ 手続代行に係る費用は，補助対象経費として計上できないものとする。 

 

５ 手続代行者に依頼する場合であっても，補助金の交付に係る協会からの通知書等は原

則として申請者に送付するものとする。 

 

（雑則） 

第 24条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 １ この要綱は，令和４年６月 27日から施行し、令和４年４月１日に遡って適用する。 

 ２ 令和５年３月 16 日以降におけるこの要綱の適用にあたっては，要綱中に「協会」と

あるのは「鹿児島県知事」に読み替えるものとする。 
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別表第１（第４条関係） 

 

補助対象設備等 

(1)
(2)
(3)

1/3
(上限200万円)

1/2
(上限300万円)

(1)
1/3

(上限200万円)
1/2

(上限300万円)

(1)
1/3

(上限200万円)
1/2

(上限300万円)

(1)

(2)

1/3
(上限100万円)

1/2
(上限150万円)

(1)

(2)

(3)

(4)
(5)
(6)

(7)

(8)

(9)
(10)

県内の事業所に導入する設備であること。
補助金の交付を受けた発電設備は，電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成23年法律第108号）に基
づく固定価格買取制度(FIT)及びFIP（Feed in Premium）による売電を行わず，発電した電力は自家消費すること。ただし，余剰電力の
売電は差し支えない。
発電設備の設置場所が住居または居住施設(福祉施設等を除く)は対象外とする。ただし，発電設備から得られた電力を，住居兼事業所等
(事務所等事業専用部)で使用する場合は，住居部分事業所等(事務所等事業専用部)部分での電力使用(電力契約)が明確に分けられ，事業
所(事務所等事業専用部）部分のみで消費することが確認できれば対象とする。
過去に鹿児島県住宅用太陽光発電普及推進事業の交付を受けて導入した太陽光発電設備の更新は対象外とする。
県の他の補助金を受けて実施する場合は，対象外とする。
補助対象施設を設置する土地，建物は，補助事業者の所有である，または土地，建物の所有者から設備を設置することの許諾を得ている
こと。
上記補助対象設備がリース契約の場合は，補助事業者がリース事業者であり，使用者とリース契約(リース契約期間が別表第４に掲げる
処分制限期間以上であること。）を締結しており，当該補助による補助金相当額を反映したリース料を設定すること。
燃料電池自動車については代金の支払いが現金で完了しているか，又は全額支払いの手続きが完了していること。ただし，手形を除く。
燃料電池自動車は，令和４年４月１日以降に初度登録されたものであること。
燃料電池自動車について，自動車を販売する業を営む法人が所有者となる車両の場合は，展示車，試乗車その他販売活動の促進の目的で
使用されるものでないこと。
※発電設備及び蓄電池については，交付決定後に着手すること。

燃料電池自動車（FCV）

　　経済産業省が実施する令和3年度補正
クリーンエネルギー自動車・インフラ導
入促進補助金,令和4年度クリーンエネル
ギー自動車導入促進補助金（以下「ＣＥ
Ｖ補助金」という）の対象となる燃料電
池自動車で，給電機能有のもの。

　令和４年度クリーンエ
ネルギー自動車促進補助
金交付規程別表１に掲げ
る補助対象経費

上記以外の要件

令和４年度クリーンエネルギー自動車導入促
進補助金交付規程に定める補助金交付額の
1/2（上限100万円）

発
電
設
備

太陽光発電
及び蓄電池

　太陽光及び蓄電池の同時設置
　発電出力5kW以上
　蓄電池容量5kWh以上

　補助対象設備の購入，
製造に要する経費
（ただし，設計費，工事
費，土地の取得及び賃借
に係る費用を除く。）

風力発電 　発電出力1kW以上

小水力発電 　発電出力1kW以上50kW未満

蓄電池
　太陽光を除く発電設備と同時設置また
は既設発電設備に接続すること。
　蓄電池容量は5kWh以上

補  助  対  象  設  備
補助対象経費

補  助  率

種　　　　類 補助要件 県内事業者 福祉施設等
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別表第２（第５条関係）(第９条関係）（第 12 条関係） 

交付申請時に提出する書類 

№ 提出書類 
法人等 
事業者 

個 人 
事業主 

 １ 申請書類チェックリスト ○● ○● 

 ２ 補助金交付申請書 ○ ○ 

 ３ 事業計画書 ○ ○ 

 ４ 収支予算書 ○ ○ 

 ５ 事業実施計画書  ○ ○ 

６ 
県税の納税証明書（発行から３箇月以内のもので，現に県税の滞納がないことを

証明するものの原本） 
○●注１ ○●注１ 

７ 暴力団排除に関する誓約書 ○●注１ ○●注１ 

８ 

法人の現在事項全部証明書（発行から３箇月以内の原本） ○●注１ △▲注1 

身分証  ○●注2 

所得税青色申告決算書の写し等  ○● 

９ 
発電設備等を設置する建物の全部事項証明書 

（発行から３箇月以内の原本）（利用する建物が存在する場合） 
△ △ 

１０ 
建物の利用に関する許諾書 

（申請者と設備設置場所の建物所有者が異なる場合） 
△ △ 

１１ 
発電設備等を設置する土地の全部事項証明書 

（発行から３箇月以内の原本） 
○ ○ 

１２ 
土地の利用に関する許諾書・利用契約書など 

（申請者と設備設置場所の土地所有者が異なる場合） 
○ ○ 

１３ カタログ等(導入設備の仕様や性能が判断できるもの) ○ ○ 

１４ 見積依頼書・見積仕様書 ○ ○ 

１５ 見積書(原則３社以上) ○ ○ 

 １６ 設置又は定置予定場所の写真 ○ ○ 

１７ 設置場所見取り図 ○ ○ 

１８ 平面図 ○ ○ 

１９ 電気系統図（発電設備の場合） △ △ 

２０ 配線ルート図（発電設備の場合） △ △ 

２１ 貸与料金算定根拠明細書（リース契約等の場合） △▲ △▲ 

２２ 福祉施設等に設置することを証する書類（福祉施設等の場合） △▲ △▲ 

２３ 手続代行届 △▲ △▲ 

２４ 年間の消費電力量がわかる書類（発電設備の場合） △ △ 

２５ その他協会が必要と認める書類 △ △ 

○：提出が必要なもの（燃料電池自動車を除く） 

△：必要に応じて提出するもの（燃料電池自動車を除く） 

●：燃料電池自動車の場合で提出が必要なもの 

▲：燃料電池自動車の場合で必要に応じて提出するもの 

 

注１：リース契約の場合は，リース会社及び使用者の両者の書類が必要 

注２：運転免許書，マイナンバーカードの写しなど，申請者本人を特定できるもの 

 

紙媒体で２部、電子データ（CD または DVD）で１式
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別表第３（第５条関係） 

 
利益等排除の算定方法 

補助対象設備 算定方法等 

燃料電池自動車 

  以外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 利益等排除の対象 

  補助事業者が以下の(1)～(3)の関係にある会社から調達を
受ける場合（他の会社を経由した場合，いわゆる下請会社の場
合も含む。）は，利益等排除の対象とする。 

   利益等排除の対象範囲には，財務諸表等規則第８条で定義
されている親会社，子会社，関連会社及び関係会社が含まれる。  

 (1) 補助事業者自身 

 (2) 100％同一の資本に属するグループ企業 

 (3) 補助事業者の関係会社（上記(2)を除く） 

 

２ 利益等排除の方法 

 (1) 補助事業者の自社調達の場合 

   当該調達製品の製造原価をもって補助対象経費とする。 

 (2) 100％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合 

 取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる
場合は，取引価格をもって補助対象経費とする。これにより
がたい場合は，調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計
算書）における売上高に対する売上総利益の割合をもって取
引価格から利益相当額の排除を行う。 

 (3) 補助事業者の関係会社からの調達の場合 

     取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費
及び一般管理費との合計以内であると証明できる場合，取引
価格をもって補助対象経費とする。これによりがたい場合は，
調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における
売上高に対する営業利益の割合をもって取引価格から利益相
当額の排除を行う。 

 

※「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については，調達
品に対する経費であることを証明する資料の提出を行う。 

燃料電池自動車 

 

 

 

 

１ 利益等排除の対象 

  補助金の交付申請をする車両が，補助事業者(リースの場合
はその使用者も含む)が製造したものである場合は，利益等排
除の対象とする。 

 

２ 利益等排除の方法 

  通常算定される補助金額に，令和４年度クリーンエネルギー
自動車導入促進補助金業務実施細則別表１で定める車両の定
価に対する製造原価の比率を乗じて求めたものを利益等排除
後の補助金交付額とする。 
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別表第４（第７条関係） 

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業における補助金交付の条件 

 

１ 補助事業者は，補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第

179号），補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30年政令第 255

号），新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金交付要綱（令和２年６月 22

日総行政第 148 号），令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金交付要

綱に従わなければならない。 

 

２ 補助事業者は，補助事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助事

業終了後においても，下表で定める期間（以下「処分制限期間」という。）内は，当該

財産の取得事業名，取得価格，補助金の額，取得時期，処分制限期間及び処分状況その

他財産管理に必要な事項を記載した財産管理台帳並びにその他必要な関係書類を整備保

管し，善良なる管理者の注意をもって管理するとともに，補助事業の目的に沿って使用

しその効率的な運用を図らなければならない。 

 

処分制限期間 

財産の種類 期   間 

太陽光発電 １７年 

風力発電 １７年 

小水力発電 ２２年 

蓄電池 ６年 

燃料電池自動車 4年 

 

 

３ 補助事業者は，２の財産のうち，取得価格又は効用の増加価格が単価 50万円以上のも

のについて，処分制限期間内は，県知事の承認を受けずに，補助事業の目的に反して使

用，譲り渡し，交換，貸し付け，廃棄又は担保に供してはならない。 

  なお，処分制限期間内に県知事の承認を受けないで処分等を行った場合は，当該財産

の取得に要した補助金相当額の全部又は一部を県に返還しなければならない。 

 

４ 補助事業者は，処分制限期間内に財産の処分等の承認を受けようとするときは，あら

かじめ第 13号様式による財産処分承認申請書を県知事に提出しなければならない。 

    なお，県知事は、処分承認する時は、補助金の全部又は一部に相当する金額を納付さ

せることができる。処分制限期間内において県知事の承認を得て，財産の処分等を行っ

たことにより収入があった場合は，当該収入の全部又は一部を県に納付させることがあ

る。   
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５ 補助事業者は，当該財産等が処分制限期間内に補助金の交付の目的を達成することが

できなくなった場合は，速やかに知事に協議し，その指示に従って当該財産等の取得等

に要した補助金相当額の全部又は一部を県に納付しなければならない。 

 

６ 補助事業者は，補助金の交付を申請するに当たって，当該補助金に係る仕入れに係る

消費税等相当額が明らかな場合は，これを減じて申請しなければならない。 

  ただし，消費税相当額が明らかでないため，消費税等相当額を含めて申請した場合，

当該補助事業の実績報告を行うに当たって，当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相

当額が明らかになった場合には，これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

 

７ 補助事業者は，実績報告の提出後に，当該補助金額に係る仕入れに係る消費税等相当

額が確定した場合には，その金額（実績報告において６により減額した場合にあっては，

その金額が減じた額を上回る部分の金額）を実績報告を提出した翌年度の６月 15日まで

（当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定していない場合は翌々年度の６月 15 日

まで）に県知事に報告（第 16号様式）するとともに，県知事の返還命令を受けてこれを

返還しなければならない。 

 

８ 補助事業者は，この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに当該収入及

び支出についての証拠書類を補助事業終了の翌年度から起算して５年間備え，整理保管

しておかなければならない。 
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別表第５（第 12条関係） 

 

実績報告時に提出する書類等 

№ 提出書類 

太
陽
光
発
電
＋
蓄
電
池 

風
力
発
電 

小
水
力
発
電 

蓄
電
池 

燃
料
電
池
自
動
車 

1 申請書類チェックリスト ○ ○ ○ ○ ○ 

2 実績報告書 ○ ○ ○ ○ ○ 

3 事業実績書 ○ ○ ○ ○ ○ 

4 収支精算書 ○ ○ ○ ○ ○ 

  5 事業実施実績書 ○ ○ ○ ○ ○ 

  6 振込口座届出書 〇 〇 〇 〇 〇 

  7 発注書，契約書又はそれに類するもの ○ ○ ○ ○ ○ 

8 完成設置場所見取り図 ○ ○ ○ ○ ○ 

9 完成平面図 ○ ○ ○ ○ ○ 

10 
完成電気系統図 

（発電設備の場合） 
○ ○ ○   

11 
完成配線ルート図 

（発電設備の場合） 
○ ○ ○   

12 
設置状況写真 

（燃料電池自動車は車両外観・ナンバー） 
○ ○ ○ ○ ○ 

13 
設備の銘板写真 

（燃料電池自動車は車検証の写し） 
○ ○ ○ ○ ○ 

 14 
請求書及び領収書の写し 

（内訳書含む） 
○ ○ ○ ○ ○ 

 15 保証書の写し ○ ○ ○ ○ ○ 

16 
電力会社との協議内容がわかる資料 

（発電設備で系統連携する場合） 
○ ○ ○   

17 
他の補助金等の確定通知 

（他の補助金を併用する場合） 
△ △ △ △ △ 

18 その他協会が必要と認める書類 △ △ △ △ △ 

○：添付が必要なもの △：必要に応じて指示のあったもの 

紙媒体で２部、電子データ（CDまたは DVD）で１式 
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第１号様式（第５条関係） 

 年    月   日 

 

 

 一般財団法人鹿児島県環境技術協会理事長 殿 

 

 

              申請者 住所 
法人等名称 
代表者の職・氏名                

 

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 交付申請書         

          

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業による機器整備を実施したいので，

下記のとおり補助金を交付くださるよう，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び令和４年

度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金交付要綱第５条の規定により，関係書類

を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額  金                円 

 

２ 添付書類 

 (1) 事業計画書（第２号様式） 

 (2) 収支予算書（第３号様式） 

(3) その他協会が必要と認める書類 
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第２号様式（第５条，第９条，第 12条関係） 

 

事業（変更）計画（実績）書 

 

単位：円  

補助対象 

設備 
実施箇所 構造規格又は規模 事業量 

補助事業に 

要する経費 
補助金額 

      

合  計    

補助対象外経費を含めた総事業費   

 

事業実施期間  着手(予定)     年   月   日 

        完成(予定)      年   月   日 

 

 

注１ 「補助対象設備」の欄は，別表第１の補助対象設備の種類を記載すること。 

 ２ 「実施箇所」の欄は，設備を設置する住所，施設名を記載すること。 

 ３ 「構造規格又は規模」の欄は，設備の機種名（メーカー名及び型式），規模(規格，

出力，容量等)を記載すること。 

 ４ 「事業量」の欄は，設置する設備の数量を記載すること。 

 ５  変更のときは，上段に当初，下段に変更の二段書とすること。 
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第３号様式（第５条，第９条，第 12条関係） 

 

（変更）収支予算（精算）書 

 

１ 収入の部                            単位：円 

区  分 予 算 額 （精算額） （増減額） 備考 

県補助金     

国補助金等     

自 己 資 金     

     

合 計     

 

 

２ 支出の部                            単位：円  

区  分 費  目 予算額 （精算額） （増減額） 備考 

  

    

合 計      

 

（注）１ 「区分」の欄は，別表第１の補助対象設備の種類を記載すること。 

   ２ 「費目」の欄は，設備等の支出の内訳等を記載すること。 

３  変更のときは，上段に当初，下段に変更の二段書きとする。 
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 第４号様式（第８条関係） 

番     号 

年    月   日 

 

 

            様 

 

                     一般財団法人鹿児島県環境技術協会 

理事長 宮廻 甫允      印 

 

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 交付決定通知書 

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促

進事業補助金については，鹿児島県補助金等交付規則第４条の規定により下記のとおり交

付することに決定しました。 

 

記 

 

１ 補助金の額 金              円 

 

 

２ 交付の条件 

  別表第４のとおりとする 
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第５号様式（第９条関係） 

年    月   日 

 

 

 一般財団法人鹿児島県環境技術協会理事長 殿 

 

 

               申請者 住所 
法人等名称 
代表者の職・氏名               

 

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 変更申請書         

          

 令和  年  月  日付け鹿環協第  号で補助金交付決定通知のあった令和４年度

水素・再生可能エネルギー導入促進事業を下記のとおり変更したいので，鹿児島県補助金

等交付規則第７条及び令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金交付要綱

第９条の規定により，関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額 金             円（うち前回までの申請額 金    円） 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

３ 関係書類 

 (1) 事業変更計画書（第２号様式） 

 (2) 変更収支予算書（第３号様式） 

(3) その他協会が必要と認める書類 
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第６号様式（第９条関係） 

番     号 

年    月   日 

 

 

             様 

 

                      一般財団法人鹿児島県環境技術協会 

理事長 宮廻 甫允     印 

 

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 変更承認通知書       

            

 令和  年  月  日付けで申請のあった令和４年度水素・再生可能エネルギー導入

促進事業の変更については，鹿児島県補助金等交付規則第７条の規定により承認します。



 

19 

 

第７号様式（第９条関係） 

番     号 

年    月   日 

 

 

            様 

 

                    一般財団法人鹿児島県環境技術協会 

理事長 宮廻 甫允     印 

 

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 変更交付決定通知書     

              

 令和  年  月  日付けで申請のあった令和４年度水素・再生可能エネルギー導入

促進事業の変更については，鹿児島県補助金等交付規則第７条の規定により承認し，下記

のとおり変更決定します。 

 

記 

 

１ 補助金の額   金              円 

 

 

２ 交付の条件 

  当初のとおりとする 
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第 8号様式（第 11条関係） 

年    月   日 

 

 

 一般財団法人鹿児島県環境技術協会理事長 殿 

 

 

               申請者 住所 
法人等名称 
代表者の職・氏名              

    

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 状況報告書         

          

 令和  年  月  日付け鹿環協第  号で交付決定通知のあった令和４年度水素・

再生可能エネルギー導入促進事業の実施状況について，鹿児島県補助金等交付規則第 11

条第１項及び令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金交付要綱第 11条の

規定に基づき，関係書類を添えて下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助事業の遂行状況及び収支状況 

 

 

２ 関係書類 

  １に記載する事業の遂行状況及び収支状況が分かる書類 
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第 9号１様式（第 11条関係） 

年    月   日 

 

 

 一般財団法人鹿児島県環境技術協会理事長 殿 

 

 

               申請者 住所 
法人等名称 
代表者の職・氏名               

 

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金に係る 

補助事業の中止（廃止）承認申請書 

                   

 令和  年  月  日付け鹿環協第  号で交付決定通知のあった令和４年度水素・

再生可能エネルギー導入促進事業を下記の理由により中止（廃止）したいので，鹿児島県

補助金等交付規則第 11 条第２項及び令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補

助金交付要綱第 11条第２項の規定により承認を申請します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

２ 中止の期間（廃止の時期） 
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第９号２様式（第 11条関係） 

年    月   日 

 

 一般財団法人鹿児島県環境技術協会理事長 殿 

 

               申請者 住所 

法人等名称 

代表者の職・氏名              

   

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金に係る 

補助事業の遅延等報告書 

 

 令和  年  月  日付け鹿環協第  号で交付決定通知のあった令和４年度水素・

再生可能エネルギー導入促進事業の遅延等の状況について，鹿児島県補助金等交付規則第

11 条第２項及び令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金交付要綱第 11

条第２項の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．遅延等の理由 

 

 

 

 

（注）上記の理由の根拠となる資料（受注者からの状況説明書など）を添付すること。 

 

２．補助事業の実施期間   （変更前） 

              （変更後） 
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第 10号様式（第 12条関係） 

年    月   日 

 

 

 一般財団法人鹿児島県環境技術協会理事長 殿 

 

 

               申請者 住所 
法人等名称 
代表者の職・氏名              

   

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金  

実績報告書及び交付請求書 

                   

 令和  年  月  日付け鹿環協第  号の補助金（変更）交付決定通知に基づき令

和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業を実施したので，鹿児島県補助金等交付

規則第 13 条及び令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金交付要綱第 12

条の規定により，関係書類を添えてその実績を報告します。 

なお，交付額が確定した際は，鹿児島県補助金交付規則第 16条の規定により，確定した

額を振込口座届出書で指定の口座に振り込みにより交付されたく請求します。 

 

 

関係書類 

(1) 事業実績書（第２号様式） 

(2) 収支精算書（第３号様式） 

(3) その他協会が必要と認める書類
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第 10号１様式（第 12条関係）〔燃料電池自動車用〕 

年    月   日 

 

 

 一般財団法人鹿児島県環境技術協会理事長 殿 

 

 

               申請者 住所 
法人等名称 
代表者の職・氏名              

   

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金  

交付申請書,実績報告書及び交付請求書 

                   

 令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業による燃料電池自動車の整備を実施

したいので，補助金を交付くださるよう鹿児島県補助金等交付規則第３条及び令和４年度

水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金交付要綱第５条の規定により申請します。 

また，令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業による燃料電池自動車の整備

を実施したので，鹿児島県補助金等交付規則第 13条及び令和４年度水素・再生可能エネル

ギー導入促進事業補助金交付要綱第 12条の規定により，関係書類を添えてその実績を報告

します。 

なお，交付額が確定した際は，鹿児島県補助金交付規則第 16条の規定により，確定した額

を振込口座届出書で指定の口座に振り込みにより交付されたく請求します。 

 

関係書類 

(1) 事業実績書（第２号様式） 

(2) 収支精算書（第３号様式） 

(3) その他協会が必要と認める書類
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第 11号様式（第 13条関係） 

番     号 

年    月   日 

 

  

            様 

 

                      一般財団法人鹿児島県環境技術協会 

理事長 宮廻 甫允     印 

 

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 交付確定通知書      

             

 令和 年  月  日付けで実績報告のあった令和４年度水素・再生可能エネルギー導

入促進事業補助金については，鹿児島県補助金等交付規則第 14条の規定により，下記のと

おり確定しました。 

 

記 

 

交付確定額 金             円
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第 12号様式（第 14条関係） 

年    月   日 

 

 一般財団法人鹿児島県環境技術協会理事長 殿 

 

               申請者 住所 
法人等名称 
代表者の職・氏名              

    

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 振込口座届出書 

                   

 令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金の交付先として下記の口座を

届け出ます。 

 

記 

 

 〈預金口座〉 

金 融 機 関 名  

□銀行  
□農協 
□信用組合 

□信用金庫 

支 店 名 

 □本店 
□支店 
□出張所 

口 座 種 類 □普通    □貯蓄    □当座 

口 座 番 号 
 

口 座 名 義 人 

(フリガナ) 

 
 
 注 通帳の見開き部分(金融機関名，支店名，口座名義人，口座番号が記載された

部分)の写しを添付してください。 
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第 13号様式（第 19条，別表第 4関係） 

年    月   日 

 

 

 鹿児島県知事 殿 

 

               申請者 住所 
法人等名称 
代表者の職・氏名              

  

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 財産処分承認申請書 

 

 令和 年  月  日付け鹿環協第   号をもって補助金の額の確定通知を受けた令

和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業に関する財産の処分の承認を受けたいの

で，鹿児島県補助金等交付規則第 21条の規定により，下記のとおり申請します。 

 

記 

 

   １ 処分しようとする財産及びその理由            

財産の名称 処分の方法 処分の時期 処分の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                     

 

   ２ 相手方（住所，氏名） 

 

 

   ３  処分の目的及び条件並びにこれに伴う収入金等に関する事項 

 

    

 

  （注） 処分の方法の欄には，使用，譲渡，交換，貸付け，廃棄又は担保の提供 

の別を記載すること。 



 

28 

 

第 14 号様式（第 19条関係） 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 

取得財産等管理台帳・取得財産等明細表 
 

   区分 

 

財産名   

メーカー名 

設備等 

形式 

製造番号又は 

シリアル番号 

単価（円） 

（税抜き） 

設置工事 

完了日 

（年月日） 

処分制 

限期間 

（年） 

実施箇所の所在地 

及び名称 

設備等の 

本体補助 

金額（円） 

備考 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

注１ 対象となる取得財産等は、燃料電池自動車又は発電設備及び付帯設備等のうち取得価格又は効用の増加価格が単価 50万円以上の 
ものとする。 

 ２ 複数基設置の場合は、１基毎に全ての項目を記入すること。 
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第 15 号様式（第 23 条関係） 

     年  月  日 

 

 一般財団法人 鹿児島県環境技術協会 

       理事長 宮廻 甫允 殿 

 

               申請者 住所 

法人等名称 
代表者の職・氏名             

   

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 手続代行者届出書 

 

 令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金交付要綱第 23 条の規定によ

り、下記のとおり申請業務等の手続を委託して実施します。 

 

記 

 

手続代行を委託する事業 

 

 

代行者の名称 

 

 

代行者の住所 

 

〒 

代行者の連絡先等 

担当者の氏名 

担当者の所属部署名 

電話番号 

ファクス 

メ ー ル 

 

代行者と申請者の関係 
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第 16 号様式（別表第 4 関係） 

年    月   日 

 

 

 鹿児島県知事 殿 

 

申請者 住所 

法人等名称 
代表者の職・氏名              
                 

 

令和４年度水素・再生可能エネルギー導入促進事業補助金 

消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書 

 

 

 令和  年  月  日付け鹿環協第  号で交付決定のあった令和４年度水素・再

生可能エネルギー導入促進事業補助金について，令和４年度水素・再生可能エネルギー

導入促進事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき，下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 

１ 鹿児島県補助金等交付規則第14条に基づく確定額    金     円 

（   年 月 日付け  第  号による額の確定通知額） 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税相当額  金     円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額 

金     円  

 

４ 補助金返還相当額（３－２）             金     円 

 

 

（注）この報告書は，交付決定ごとに作成する。 
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別記第１－１号様式（別表第２関係）（別表第 5 関係） 

 

事業実施（変更）計画（実績）書（再生可能エネルギー発電設備等） 

 

１ 申請者の概要 

申請者名  

代表者名  

所 在 地 
〒 

 

業  種  

担当部署  

担当者名 （フリガナ：        ） 

電話（ＦＡＸ）  

Ｅ－ｍａｉｌ  

 

２ 事業内容等 

(1)設備及びシステムの概要 

再生可能エネルギーの種類  

発電出力 (kW) 

型式（メーカー）  

(2)発電電力量等 

年間想定発電電力量 (kWh) 

設備利用率 (%) 

(3)発電設備の設置箇所  

(4)発電電力の利用設備及び用途 

発電電力の利用施設の 

名称及び住所 

 

利用施設の年間電力消費量  

利用施設の年間電力消費量契約容量  

発電電力の用途  

(5)蓄電設備の概要 

蓄電容量 (kWh) 

停電時出力 (kVA) 

型式（メーカー）  
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(6)蓄電設備の用途 

平常時  

停電時  

(7)本補助金以外の補助金活用予定 

補助金の名称  

実施団体名  

 ※発電設備等機器仕様，単線結線図，配置図その他参考となる資料を添付すること
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別記第１－２号様式（別表第２関係）（別表第５関係） 

 

事業実施（変更）計画（実績）書（蓄電池単体） 

 

１ 申請者の概要 

申請者名  

代表者名  

所 在 地 
〒 

 

業  種  

担当部署  

担当者名 （フリガナ：       ） 

電話（ＦＡＸ）  

Ｅ－ｍａｉｌ  

 

２ 事業内容等 

(1)蓄電池の概要 

蓄電容量 (kWh) 

停電時出力 (kVA) 

型式（メーカー）  

(2)蓄電池の利用設備及び用途 

蓄電池の利用施設の 

名称及び住所 

 

平常時の用途  

停電時の用途  

(3)既設の発電設備及びシステムの概要 

再生可能エネルギーの種類  

発電方式  

発電出力 (kW) 

(4)本補助金以外の補助金活用予定 

補助金の名称  

実施団体名  
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別記第１－３号様式（別表第２関係）（別表第５関係） 

 

事業実施（変更）計画（実績）書（燃料電池自動車） 

 

１ 申請者の概要 

申請者名  

代表者名  

所在地 
〒 

 

業 種  

担当部署  

担当者名 （フリガナ：       ） 

電話（ＦＡＸ）  

Ｅ－ｍａｉｌ  

 

２ 事業内容等 

(1)燃料電池自動車の概要 

車 名  

型     式  製造元  

自 動 車 登 録 番 号  車台番号  

導 入 方 法 自家購入 ・ リース(期間：  月) 

所 有 者  

使 用 者  

 住  所※  

(3)燃料電池自動車の用途 

平常時 
 

 

停電時 
 

 

(4)本補助金以外の補助金活用予定 

補助金の名称  

実施団体名  
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別記第２号様式（別表第２関係） 表面 

 

誓 約 書 

 

私は，下記の事項について誓約します。 

なお，鹿児島県が必要な場合には，鹿児島県警察本部に照会することを承諾し，照会で確認され

た情報は，今後，私が鹿児島県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意します。 

 

記 

 

１ 自己又は自社の役員等が，次のいずれにも該当する者ではありません。 

 

 暴力団員等（鹿児島県暴力団排除条例（平成 26 年鹿児島県条例第 22 号）第２条第３号に規

定する暴力団員等をいう。以下同じ。） 

  自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，

暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用している者 

  暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問わず，金銭，物品その他

の財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運

営に協力し，又は関与している者 

  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用してい

る者 

 

２ 暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではあ

りません。 

 

年  月  日  

 

 鹿児島県知事       殿 
 

 

                       住   所 

                       (ふりがな) 

                       氏   名                        

                                             法人又は団体にあっては，主たる事務 

                       所の所在地，名称及び代表者の氏名 
 
 
 （注）１  自己及び自社の役員等の名簿（裏面）を作成してください。名簿に記載されている情報は，鹿児島県が

鹿児島県警察本部に照会する際に利用することがあります。 
    ２ 「役員等」とは，次に掲げる者をいいます。 

ア 法人にあっては，非常勤を含む役員，支配人，営業所等（営業所，事務所その他これらに準ずるも

のをいう。以下ウにおいて同じ。）を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問わず

法人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者 
イ 法人格を有しない団体にあっては，代表者，理事その他アに掲げる者と同等の責任を有する者 
ウ 個人にあっては，その者，営業所等を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問わ

ず個人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者 
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別記第２号様式（別表第２関係）裏面 

役 員 等 名 簿 

 

【商号・名称】             

                                                       年  月  日現在 

役 職 名 
（ふりがな） 

氏   名 
性別 生年月日 住      所 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要に応じて行数を増やしても構いません。本様式の裏面１ページに収めてください。 

この様式は表面・裏面の両面で作成してください。
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別記第３号様式（別表第 2 関係） 

 

貸与料金算定根拠明細書 

 

年    月   日 

 

 

                   住所 

 

氏名                   
（リース会社名及び代表者職・氏名） 

 

１ リース先 

法人名  

所在地  

代表者職・氏名  

 

２ リース内容 

製造元  

車名（型式）  

リース期間  

補助金相当額 
県（Ａ）  

合計 

 

国（Ｂ）  

リース料総額 

補助金なしの場合  

補助金ありの場合（Ａのみ）  

補助金ありの場合（Ａ＋Ｂ）  

月額リース料 

補助金なしの場合  

補助金ありの場合（Ａのみ）  

補助金ありの場合（Ａ＋Ｂ）  

    


